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1. は じめに

本年8月の通産省総合エネルギー調査会の中間報告

によるわが国の原子力開発の長期見通しとしての原子

力発電規模は，従来の長期計画1)1985年6000万KWに

比べ若干圧縮されているが， 197昨 660万KW，1980 

年 1660万KW，198出手 4900万KWとなっている。と

のように原子力開発が進むにつれて，放射性廃棄物の

量も年年増加し，その発生量は第1表に示すように推

定され，これら廃棄物を安全に処理処分することは，

原子力開発利用の健全な発展をはかるうえで重要かっ

緊急な課題のーっとなっている。

現在，原子力施設から生じる放射性国体廃棄物は，

使用済イオン交換樹脂，スラッジ，濃縮廃液固化体，

その他の雑廃棄物などであり，乙れらの処分は，その

放射能レベルによって異なる。すなわち，高レベル固

体廃棄物は，中低レベル廃棄物に比べて，その量が比

較的少なしいわゆる保管廃棄(陸地保管)される。

第 1表 原子力施設からの放射性廃棄物*

50 年度 55 年度 60 年度
年度| 発電脊量 700万琵wl 発電容量 32∞万Kwl 発電容量 6000万KW

施設名 芋子¥J発A品3宇 l放射能向 l発aゐ3宇(放射能 (ωCiり)I発aみ3干(放射能 ω

0 
原 子 カ 発 口一一lιωωω3ω制0∞0 l一4，ωωω，20却捌0∞o I型?型?り哩空竺竺竺ι?竺ιど空仁叫 型一」1y)川1H九川判4“仏削4，ω，0∞0∞o 川41.0∞側0∞ 
核 燃 料 工 場 1げ4，μω，4刈訓4却制0∞o 一 i川7，1川川1叩100∞o 一 i川1ロ弘ω2丸2，0卿∞ J 一

大型研究施設 4ゐ「lzjbJI--55，Obo l a700 「一一山00

R 1 使用事業所 30JllF「15o 示「

竺-上 小 竺竺tUJ1叩州 ，，-，4却低州川9仏M附，0川0∞0∞0ωC
i 再 処 理 施 設*林*1 1，6∞m凶31130.0∞0∞0.0∞0∞OCiI 1.6ω0∞Om31130ω0∞0∞0.0∞Cα 

一一 一計i一一 --113乱3，6ω0∞om31αm凶日1戸削3判1- "-'4羽低削9弘9，0∞OOCぷと石Ci:じ:3云瓦三2，4……一瓦|孟而雨示函i!証瓦ふ函函:一斗~寸130却0.0∞側0∞0∞卿O己

* 科学技術庁の資料による(村越駿一，放射性廃棄物処分センター設立に関する試案)
林高レベル

一一無視量

*理工学部原子炉工学科

林国際原子力機関 (IAEA)
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中低レベル固体廃棄物の場合には百燃物は，主とし

て焼却によって，不燃物は，圧縮によって減容処理

され，地中または海洋に処分される。

乙れら固体廃棄物の地中処分には，地下放出，地下

収容および地下埋蔵などがある。 しかし欧州諸国やわ

が国のように土地の地質学的性質，土地利用状況，人

工分布などの臼然的社会的条件からみて地中処分が困

難であるような国々では，国体廃棄物を容掠l乙梱包し

て，水深2000m以上の深湖底に処分する方iよ-が検討

されてきた。

このような深海処分を考える場合， ?iij:i下は次のよう

な特長をもっている。

1)，大洋の深さは，廃棄物を人聞から隔縦し， 2)， 

莫大な海水の量および海水中の多くの無機支定元来

は，放射能を卜分に稀釈する 3)，海i下白休がもっ

自然放射能は処分しようとする廃棄物の放射能に比べ

て十分に大きい。また)正面，海洋は次のような問題点

ももっている。

近畿大学原子力研究所年報

1 )，深海の水圧は，梱包容器を破壊し，放射能を水

中に放出させる 2)，深海における海洋学的知見が

之しい 3)，人間は海洋を広範聞に利用するため，

放出された放射能を取り込む恐れがあるなどの点であ

る。

現在，放射性廃棄物の深海処分については，容器の

改良，基準化，海水中における放射性核種の物理的，

化学的ならびに生物学的挙動，処分率などに関して，

研究，調査検討が進められているが，特にわが国にお

いては，悶民の主要な蛋白源として海産食品への依存

度が大きく，漁業が発述していることなどから一層慎

重な態度が要求されてきた。

本報においては，このような深海底への放射性固体

廃棄物の処分に関して，内外におけるその経枠ととも

に関連する諸問題について，国際原子力機関 (IAEA)

の勧告2)およびその参考レポートとなった Webbお

よび Morleyの評価モデノレ3)を中心に紹介する.

項

第 2表 廃棄物処理 20年の歩み*

項i同和年| 事

(25) I (戦後初めてアメリカよりラジオアイソト-1¥ 44~46 
プが輸入される。)

32 I原研で第1回燃料再処理および廃棄物処理委

員会聞かれ，廃棄物処理計画の議論はじまる。 11 45 

11 原子炉等規制法，障害防止法が成立する。

33 [原研東海研に廃棄物処理場'カ漣設され試運転![4~48 

をはじめる。

11 日本学術会議・日本放射性同位元素協会共催

|のラジオアイソトープの廃棄処理に関するシ il4~48

1 ンポジウムが聞かれる。

35 [障害防止法が改正され，廃棄の業が新設され

地中埋没の条文が削除される。[47"-'49 

11 日本放射性同位元素協会が政府補助のもとに

廃棄物の集荷貯蔵の業をはじめる。

3~391 原子力委員会廃棄物処理専門部会で廃棄物処

(理の基本方針が審議される。: [ 47 

40 IIAEA主催の廃棄物処理に関する第 1回訓練 l

セミナーが東海でひらかれる。 11 49 

41 [原研が廃棄業者の認引をうけ放射性同位元素

協会の集荷貯蔵廃棄物の処理をはじめる。;[ 50 

42 [ENEAが第 1回大西洋海洋投棄作業を行な

。、
っ

43 [原子力安全研究協会の国体廃棄物処理処分専 j

|門委員会が発足する。

* 石原，原子工工業， 21，側， 62 (1975) 

11 

原子力局放射性国体廃棄物処理処分検討会で

廃棄物処理処分の具体的方策が検討され，

600余ページの報告書がまとめられる。

原研大洗研究所の廃棄物処理施設が一部完成

し業務をはじめる。

日本原子力産業会議の核分裂生成物等総合対

策懇談会で放射能クロージドシステム構想に

つき調査検討が行なわれる。

通産省鉱山ム-炭日の核燃料研究委員会(第2

期〉で再処理事業および再処理廃棄物の調査

検討が行なわれる。

原子力委員会環境・安全専門部会およびその

下の放射性国体廃棄物分科会において海洋処

分その他の具体的計画について検討審議が行

なわれる。

iUf洋投棄却illlJに関するロンドン条約が調印さ

オLる。

1認可法人放射性廃棄物処理処分センター構想、

がまとめられる。

原子力委員会に放射性廃棄物対策技術専門部

会が設けられる。

IEAの長期研究開発協力テーマ放射性廃棄

物管理の推進のため OECD-NEAに放射性

廃棄物管理委員会が設けられる。
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2. 内外における深海処分の経線

深海処分も合めて，わが国における放射性廃棄物処

理処分検討の動きは，石原のにより第2表のようにま

とめられている。

これによれば昭和35年 (1960年)に日本放射性同位

元来協会(現在，日本アイソト{プ協会)が政府補助

のもとにとにかく廃棄物の集荷貯蔵事業をはじめた

が，昭和お年から昭和39年には原子力委員会廃棄物処

理専門部会で基本方針が審議され，それにもとづいて，

具体的な方策の検討がすすめられ，昭和4伊手にはその

報告書5)がまとめられた。さらに原子力施設をめぐ

る環境の保全と安全に関する諸問題を検討するため，

昭和47年には原子力委員会に環境，安全専門部会が設

けられ，総合，安全研究，環境放射能，低線量，温排

水の5分科会とともに放射性国体廃棄物分科会で深海

投棄の検討がすすめられ，昭和48年には同分科会の報

告書6)とともに同分科会ワーキングク勺レーフ。の海洋処

第 3表 海洋投棄への手11lf{*

昭和年| 実施事項

必~日|セメント固化体の試験研究(耐圧性，浸出

性など)。

47，.....，49 I海上保安庁，気象庁および水産庁による候

補海域の海洋環境調査。

50----51 1:専門家委員会(評価機関)による安全評価。

この結果は公表して，国内的および国際的

|理解をもとめる。

臼，，-，(54)I南面漏語面五|処分後の調査，評価検

討のくりかえしと経験の公表，深海調査技

術の開発と法令の整備をはかる。

(5日--1直函極量亙!もちろん，低レベル国

体廃棄物に限る。

* 原子力委員会，環境安全専門部会放射性固体廃

棄物分科会報告書 (1973)

分周回化体暫定指針，保管施設指針，海洋および陸地処

分の安全評価の考え方がまとめられた。そして，わカタ

国での海洋投棄処分は，日本放射性同位元素協会(現

在，日本アイソトープ協会)が，線源調製配分等に際

し出る廃棄物のセメント閤化体を計 1661ドラム， 407 

Ciを東京湾外の水深約3000mの海域に投棄した実績

があるが，一昭和44年に放射性固体廃棄物処理処分検討

会が発足して以来中断されている。しかし，上記の環

境，安全専門部会の放射性固体廃棄物分科会では第

3表に示すような手順にしたがって，昭和52年から式

験的海洋投棄を行ない，所要の準備をおえでほぼ昭和

55年から本格的な海洋投棄にはいることを考えてい

る6)。

一方海外においては，米国では原子力開発の初期

(1946年頃)に，民間会社が米国原子力委員会 (US.

AEC)の許可を得て大平洋と大西洋の深海に投棄を

行なったが. AECが放射性廃棄物の最終処分を地中

に埋没する方針と決定した1960年以来行なわれなくな

った。しかしヨーロッパでは，米国と異なり地中処分

がかなり困難であるため，廃棄物の最終処分の場所と

して，大洋の深海底を考慮してきた。特に英国は，米

国とほぼ同じ時期に深海処分を開始しており，現在ま

でかなりの処分実績をもっている。また OECD原子

力機関 (NEA)(もとヨーロッパ原子力機関 ENEA)

では，その加盟国からの要望をうけて，北東太平洋の

水深5.000mの深海lζ.1967年以来これまでに計5固

にわたり，約9万個， 3万トンに含まれる約 80，000

Ciの投棄処分を行なった7)0 

そして，また一方.1972年のストックホノレムでの国

連人間環境会議の討議をうけて，同年，“廃棄物その

他の投棄による海洋汚染の防止に関する条約JJ (通称

海洋投棄規制ロンドン条約)8)により，廃棄物(放射

性廃棄物に限らない〉の海洋への故意の投棄が制限さ

れることになったが，放射性廃棄物について，その量

と濃度が第4表に示すように制限された。

第 4表 ロンドン条約で海洋投棄が禁止される放射能の量と濃度*

放 射 性 物 質
海洋投棄可能量 l 海洋投棄禁止濃度

くこれ以上は禁止) I (これ以上のものが高レベル)
一一一一一一一一一一一

β 核 種 108 Ci/y 103 Cijt 

長寿命 α 核 種
106 10 

〈半減期 100日以上のもの)

3H 1011 [106] 

*石原，原子力工業.20， (1)， 11 (1974) 
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そこで IAEAは，このロンドン条約にこたえて，

“ロンドン条約にもとづく IAEAの責任に関するパネ

ル"において，海洋投棄に適しない高いレベルの放射

性廃棄物，またはその他の高レベ、ル放射性物質の定義

およびこれら以外の放射性物質の海洋投棄に必要とさ

れる特別許可に関する勧告2)をまとめた。乙の勧告

は，英国の Webbおよび Morleyらおの北東太平洋

に閣して行なわれた“放射性廃棄物の深海処分の評価

に閣するモデル"にもとづく OECD原子力機関によ

る評価結果を参考とし，これを他海域へも一般化した

ものである。

3， 放射性廃棄物の深海処分の評価

OECDのヨーロッパ原子力機関 (ENEA)の専門

家グループは， 1967年に行なわれた第1回の国際的深

海処分の事前障害評価において，ベータ，ガンマーお

よびアルファ放射核種の混合で約 10000Ciを含む固

体廃棄物の深海投棄の安全性について検討した九そ

の結論は年間 10000Ciのオーダの割合で大西洋の海

低に処分した場合に人聞が摂取する放射能の大きさは

ICRPによる現行の勧告値より十分に低いであろうと

いうことであった。かっ，その評価においては安全係

数を導入しており，全体として十分なオーダの安全性

があることを強調した。しかし，海底投棄を続行する

ためには，より現実的な仮定と理論的な限度を確立す

るための最新データにもとづいた新たな評価をするこ

とが望まれ，乙の再評価3)にあたっては，決定径路法

による被曝線量算定の要求とも合致することが必要で

あり，特にもとの評価 7)においてはトリチウムは考慮

されていないこと，また連続処分よりはむしろ単一処

分にもとづいていることなどが指摘されている。

3. 1 海洋処分で使用される容器

海洋投棄をしようとする放射性廃棄物を収容する容

器の設計の評価については，多くの報告9)ー15)がある

が， 1967年にヨーロッパ原子力機関 (ENEA)によっ

て行なわれた第1回の海洋投棄に際して考慮された条

件 7)は

a)容器は海底に降下中，その内容物が容器中に保持

されるよう設計されなければならない。

b)容器が海底に確実に到着するように，各々の容器

の比重は1.2以上でなければならない。

c)永久に浮揚性の物質，例えば，ポリエチレンは，

それが薄いシートあるいは破片状である場合以外は容

近畿大学原子力研究所年報

器に入れてはならない。ポリエチレンの容器はその内

容物を例えばセメントで固化して浮揚性でなくした場

合以外は特に除外される。

内容物の梱包は一般に金属性ドラム缶中でコンクリ

ート，あるいはアスフアルトで行なわれるが，コンク

リートは強度と，容器が海底に確実に沈むための適当

な重さがあり，さらに放射線しゃへい物としても作用

をするので他の物質よりも利点がある。

廃棄物をドラム缶容器に入れる場合，主な方法は次

の2つである。第1の方法はドラム缶内で廃棄物をコ

ンクリートあるいはアスフアルトで均一に固化するも

の(均一固化型)であり，第2の方法はドラム缶の内

壁，底部をコンクリートで内張りして造ったコンクリ

ート円柱の中に廃棄物を入れ，コンクリートで補強し

た蓋で閉じるもの(多重型)である。

次にこれらの容器を海中に処分する場合，問題とな

るのは水深 1m毎に約 104N/m2の割合で水圧の増加

を受け，従って水深 5000mではその水圧は約 5x107 

N/m2あるいは500パーノレ (8000p. s. i. )となること

である。そして水圧の増加速度は容器の落下速度に依

存し，乙れはまた容器の比重と形状，大きさに関連す

る。落下速度ば少くとも1.5m/sec.で3m/sec.以上

となるかも知れないから，容器が落下中に受ける水圧

の増加は3x104N/m2・sec.以上となるであろう。この

ような水圧の増加に耐える容器を造ることは実際的で

ないので，容器内に水が浸透して外圧と内圧を等しく

するための均圧装置が施される。この均圧装置はコン

クリート蓋とコンクリート内張りの聞に通水路を設け

るか，または特別の通水管を組み入れて，圧力がコン

クリートの破砕圧力1.5 X 106 N / m2になる前に均圧化

が起こるように設計されるヘ

さらに問題となるのは，容器が海底に到着してから

壊れるまでの寿命であるが，高圧下で海水が長期間に

わたってコンクリート構造にどのような影響を及ぼす

かについては知られていない。しかし容器は数10年間

は物理的にそのままで保たれ，数 100年ないし数1000

年で壊れるであろうとするのが最も確かであろうとさ

れているが， Webb and Morleyの評価モデル3)で

は海底投棄後10年間で全ての放射能が放出されると仮

定している。

3.2 投棄場所の選択

ENEAの専門家グループ7)は，海洋投棄場所の選

択を考える場合の条件として， la)投棄物がトロール漁

業などで再回収される可能性のないこと。その場所は

問
吋



10年間そのままで保持され，それから一斉に放出され

ると仮定した。しかしトリチウムの溶解性が高いこと

からこの仮定は十分安全側であるとは考えられな

い。そこで現在の評価モデル3)においては，全てのト

リチウムは容器が海底に到着後，直ちに放出されると

仮定する。 トリチウム以外は長い期間保持されるであ

ろうが，高圧下においては，海水中への漏出速度がよ

り速い可能性16)17)を考慮して，処分後10年間にわた

って，連続的に放出されるものと仮定する。実際の放

出の期間は多分 100年近くに及ぷから，この仮定は，

いくつかの核種に対してはかなりの安全係数を保つ乙

とになる。さらに全てのいわゆる不溶性の成分は可溶

性の形で海水中に放出されると仮定する。この仮定も

一つの安全係数である。また，沈積物および沈積性の

粒子への海水中の放射性核種の収着(これは一つの除

去機構であるが)も無視する。これもさらに一つの支

全係数となる。
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少くとも 2000rnの水深を有し，大陸棚から十分離れ

ていること。 (b:投棄場所に海底電線の敷設されてない

乙と。 (c)実際の投棄作業の遂行の便利を考えて，不必

要に遠距離でなく，気象，海況などによる投棄作業の

困難さのないこと。 (d)乱流の可能性を考慮すべきであ

る乙とを示し，北東大西洋の水深 5000.rn以上の水域

を勧告した。

投棄海域の海洋学的要因

海洋の鉛直構造について，評価モデル3)における計

算のための仮定を第1図に示した。

3.3 

。

1000 

(ij) ~tklJ~~下
j架;'iij:尉

~()O() 

海水中における物理的移行と稀釈

WebbとMor1eyの評価モデル3)においては， 深

海層における全ての移行は拡散によるものであり，障

壁層直下の濃度は連続処分の場合，処分開始後の時間

の関数として計算される。乙の濃度は投棄の割合と領

域外部への拡散および、放射能減衰による損失の割合が

釣合えば，定常状態になり，短半減期核種ではより速

やかに定常状態に達する。

混合層と深海層は障壁層によって分離されたこつの

コンパートメントとみなし，障壁層を横切る交換係数

は，一次拡散モデルに基づいた計算によって求められ

る。

3.5 

， W~;( のための f)，l屯

北大西洋の投棄海域における海水の
鉛直構造*

申 Webband Morley， NRPB-R14 (1973) 
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一回放出に対しての拡散式の基本解18)は，

Ct-Q  p 
-8(πt) 3/2 (DxDyDz) 1/2 '"'""'1-' 

(X2 ， y2 ， Z2 "1 
-l布示+4:玩け届五iJ"……・ (1)

で示される。ここで

tは放出後の時間，

Ctは時間tにおいて，ある点 (X，Y， Z)での瞬間

濃度，

Qは放出された放射能の量，

Dx，v，zは X，Y，Z方向における拡散係数である。

放射能減衰を含んだ式は，明白に積分することがで

きないから， トリチウムの濃度は次式から求めること

ができる。

深海層における拡散3)3.5.1 

乙れによると，海洋は次の3つの領域に区分され

る。

(a)混合層，水深 5∞mまでの表層水で，ここでば

急速な混合が起乙る。

(b)障壁層，水深切Ornから 1000rnまでの領域で，

高い密度勾配が物質の鉛直移行に対して障壁となる領

域である。

(c)深海層，水深1∞Ornから日oornまでの領域で，

塩分，密度，温度に関して，均一な構造をもってお

り，とこでの鉛直移行は主として拡散によるものであ

る。

このような海洋の構造は物質の鉛直移行に大きな関

連をもっている。

容器からの放射能放出

以前の障害評価わにおいては，全ての容器の内容は
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Ct = :ECt' e-At' . ............…・・・・・・・・・…....…....(2) 

こ乙で， λは崩壊定数， Ctは連続処分開始後時間 t

におけるある点 (X，Y， Z)における瞬間濃度である。

{2)式の加算は定常状態に達するまで行なう。また， Q

は連続処分では Ci/Yearで表われる放射能の放出率

である。

トリチウム以外の核種については，投棄処分直後か

ら10年にわたって連続的に放出されると仮定すると，

一回投棄後 t年において，ある点 (X，Y， Z)での濃

度 h は，

at = :ECt....…・・・・・・…・・・・・・・・・・・・・ ・・・・…・・・・・・…" (3) 

ここで， Ctは(1)式によって， Qを一回投棄で処分

された全放射能の1/10として計算される九

連続投棄の場合の濃度は， (2)式と同様にして，

At二:Eat，e-H'………-…...・ H ・..……………..(4) 
t'=O 

で与えられる。

計算のために問題となる放射性核種ば，その半減期

に従って，第5表のように分類される。

第 5表 核種の半減期による分類と計算で

用いた崩壊定数*

代表向期| 核 種|明?ZFl(年主り)

短期|
( 1年以下)減衰のため無視する

54Mn 
約 1 年 65Zn

l06Ru 

144Ce 

1 O. 7 

数 年
55Fe 

6OCO 4 I 0.2 

約 10年 12 0.06 3H 

約 30年
90Sr 
137CS 30 0.02 

長 期
226Ra 

239Pu 
。。 。

事 Webband Morley， NRPB-R14 (1973) 

乙れらの核種は海洋投棄される廃棄物中に有意な量

で存在し，特に有害とされるものであるが，プルトニ

ウムは最も制限的な超ウラン元素と考えられる。

計算における主な仮定は拡散係数の数値である。も

との仮定に従って10年で障壁層まで移行するとすれ

近畿大学原子力研究所年報

ば，鉛直拡散係数は 24cm2/secのオーダとなるが，

乙れはオーダとして高すぎるといわれる 19)。同様に

10年で水平方向の拡がりが 100kmを越えないとすれ

ば，水平方向の拡散係数は 104cm2/sec.となるが，

乙れは全体として低すぎるといわれる19)。

長寿命アルファ核種の場合には，拡散係数を実際に

どのように選ぶかは最終的な定常状態の濃度値に及ぼ

す影響は比較的少ない。

このことは(1)式を時聞について積分して得られる(5)

式から示される。

Ct一一一 一~-_.q- 十一一~
1. 2 X 108(π) (DxDvDz)川2+芝+互)1/2

¥Dx I Dy I Dz/ 

(X2 . y2 • Z2 ')1/2 

erfcl証D示+証Dvt+孟函tJ … •••. … ・・ (5) 

(5)式は連続投棄の結果として，ある点 (X，Y， Z) 

における濃度を表わしている。

乙こで， X=YニOとして，投棄場所の上の点にお

いて，時間 tを 4Dzt~ Z2の値とすれば(5)式は

Ct二[ω品函)1/2 (25 何)

i乙約され，鉛直拡散係数 Dzに無関係となり，水平拡

散係数 Dx(二 Dy)に逆比例する。

崩壊定数 λチ0の核種に対しては，拡散係数の選

択は最終解により大きな影響がある。特にその半減期

が障壁層までの拡散時聞に匹適する場合に影響が大

10-12 

e 10-11 
h、
u 
見

出
普1σ15
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第 2図 1Ci/yの連続投棄の場合における障壁層

直下の放射能濃度の時間的変化*

* Webb and Morley， NRPB-R 14 (1973) 
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きい。

第5表lζ示した核種を 1Ci/yearの率で連続投棄し

た場合，投棄場所の直上で障壁層(1))の直下における放

射能濃度の計算結果を第2図に示したへ

上記の計算においては，水平対流や海流による大水

塊の移動は考慮されていない。それ以上の稀釈がほと

んど行なわれないで水塊が漁場へ移動する可能性は安

全係数の評価において，その値を 0.1として考慮す

る3)。

3.5.2 障壁層(b)を通って混合層(a)への移行と混合

層における稀釈幻

混合層(a)への直接の放射能放出がないとして，混合

層における定常状態ば，次式で示される。

Eb(CcーCa)ーEo(Ca-Co) -VaCaλ 二 0......(7) 

乙こで，

Caは混合層(a)における放射能濃度

Ccは深海層(c)における放射能濃度

C。は外洋域における放射能濃度

Vaは混合層の容積

Eb は障壁層(b)を通つての年間容積交換係数

E。は混合層(a)と外洋域の年間容積交換係数

λは崩壊定数である。

外洋域については，その放射能濃度 Co二 Oと考え

てよく ，Va ほ分散面積に対応する。混合層において

は，全ての水は年間数回は交換されるであろうと考え

られるが，Eoの数値としては，控え目に年一回，或

いは Eo/Va= 1 yr-1とする。

Ebの値は線型拡散式18)を用いて，放射能減衰がな

いとして障壁を横切る移行率 F，

(Cc- Ca) 
F二 Dz' -v  1 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (8) 

から得られる。

乙とで，

Dz は拡散係数

Iは障壁の幅である。

Ca はCcにくらべて小さいから (Ccー Ca)=Cc

障壁の幅 Iは約 500m(第1図)，.Dzは典型的な海

洋障壁19)に対しては 1cm2/sec.であり，海底投棄海

域における中間障壁では，乙の値より小さいであろう

と思われるが，安全値として 1cm2/sec.をとる。

りられた値を代入し，混合層における濃度を計算す

れば， Ca/Cc = O. 01となる。

(7)式において， λ二 0，(Ccー Ca)=Ccとし Co二 O

と考えれば，

Ca Eb 
Cc-E。

となり，さらに北東大西洋の海洋学的情報から得られ

る値， Eb/Vaこ 0.01yr-1を与えて，これらの値を(7)

式に代入すれば，放射能減衰を含んだ障壁移行は

cn 0.01 
Cc-耳瓦…・・……・… H ・H ・.....・ H ・-…・…一… (9)

で得られる。

第6表に 1Ci/yearの割合で投棄を開始後のいろい

ろな時聞における各群の核種の混合層および深海層で

の濃度計算の結果を示した。

3.6 海産生物による放射性核種の濃縮と

生物学的移行

海水中の多くの放射性核種が海産生物によって濃縮

される乙とはよく知られているが，その径路は海水か

らの直接の移行と食物連鎖を通じての間接の移行があ

り，それらば放射性核種の種類，その物理化学的状

態，生物種とその組織，臓器，海洋環境要因など多く

の要因によって変化する。そして，これらの海産食品

の摂取を通じて人への被ぱくをもたらすが，この点に

ついては後節で紹介する。また一方海産生物による放

射性核種の摂取，蓄積は海洋における放射性核種の生

物学的移行に関連する。ある試算20)によれば，極端

な場合を想定しでも，生物学的移行は物理学的移行の

第 6表 1 Ci/yの連続投棄の場合における障壁層直下および表層水中の放射能濃度の時間的変化*

核 崩壊一吋 ωωじωωωiν仰川/μC
種 l | 連続投棄後の障問明 連続開の表層水中の濃度

|係数
λ(y-1) 1"Vl' ~ I 30年 100年 無限年 30年 100年 無限年

Mn， Zn， 
Ru， Ce 

Fe， Co 

H 

Sr， Cs 

Ra， PU 

O. 7 

0.2 

0.06 

0.02 。

0.006 

0.008 

0.009 

0.01 

0.01 

2. Ox 10一山 2.0 X 10-18 I 2. 0 x 10-181 1. 2 x 10-20 • 1. 2 X 10-20 1 1. 2 x 10-20 

1. 2 X 10-15 i 1. 3 X 10-15 1. 3 X 10-15 0.9 X 10-17 1h「1 h m
2. 9 X 10-14 I 4. 7 X 10-14 i 4. 7 X 10-14 2. 6x 10-16 4. 2 X 10-16 I 4. 2 X 10-16 

O. 5x 10-13 I 1. 7x 10プ1.9x 1刊 O.5 X 10-15 I 1. 7 x 10十1.9x 1か15

O. 1 X 10-12 I O. 5 X 10-12 I 1. 5 X 10-12 I O. 1 X 10-14 i O. 5 X 10-14 I 1. 5 X 10-14 

* Webb and Morley， NRPB-R 14 (1973) 
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第 7表 1 Cijyearの連続海底投来後の定常状態における決定グルーフ。の

算定放射能段取量と ICRPの一般公来構成以に対する勧告値*

核 種 l表凶水lt浪皮|生物濃縮 l算六千戸量 11.C(β.-E??{也I 1jM. P. 1.環境叉容限度

μtC心正CiユijμC口印I凶I

州 n 30∞ 0 

65Zn 4.000 
mR 11.2x10-201 ， 

U 0.05 

2.2 X 10-17 

2.9 X 10-16 

3.6 X 10-21 

144Ce 0.3 2.2 X 10-20 

2 X 10-1 1 X 10-16 1 X 1016 

2 X 10-1 

2 X 10-2 

1. 5 X 10-15 6x 1014 

2 X 10-19 

1 X 10-18 

5 X 1018 

1 X 1018 2 X 10-2 

55Fe 3. 000 1. 8 X 10-13 2 1 X 10-13 1 X 1013 
1. Ox 10-17 I 。Co 80 I 4.8 X 10-15 I¥10-1 5 X 10-14 2 X 1013 

3H 4.2 X 10-16 I 1 2. 5 X 10-15 I 10 3 X 10-16 I 3X 1015 

90Sr 0.2 2.3 x 10-15 8 X 10-4 3 X 10-12 3 X 1011 
1. 9 X 10-15 I 

Cs 40 4. 6 X 10-13 I 4 X 10-2 1 X 10-11 1X 1011 

226Ra 200 1. 8 X 10-11 2 X 10-5 1 X 10-6 1 X 106 
1. 5 X 10-14 I 

|10  9. 0 X 10-13 1 X 10-2 1 X 10-10 1 X 1010 

* Webb and Morley， NRPB-R 14 (1973) 

約 0.196程度であろうとされ，かっその移行は主とし

て表出の生産域から，太j下両氏へ向うものであると忠

われる。

3. 7 人間への影響と深海投棄処分限度

深海投棄処分に関連して人IIUの被H揺レベルを打fi定す

るには，漁業対象となる深さ (0"，-， 1000m)までの放

射性核種濃度をもとにして，海底生物体の放射性核祁

濃度をきめ，人によるその摂取量を想定し，これをと

りつづけた場合の人体組織の被爆線量を算出する21)。

そして，このような被曝線量を批定する場合，最も高い

被曝レベルにあるであろうと忠われるグループ(決定

グループ)について考える場合と，それよりは低い被

曝レベルにあるより大きな集団について考える場合が

あるが，評価のためには通常，前首(決定住路による

決定グループの被11暴)がとられる。この決定径路i.tか

ら次のような試算がfj"なわれている。すなわち，深海

投棄海域における表l'l!ii!J.i7.k中の放射性抜栢濃度をCa，

投東海域から漁場までの距離による，海水中放射性核

種濃度の稀釈係数を d，iiljj宅生物への濃縮係数を F，

1日当りの海産生物の照取量を 300gとすれば，決定

クボルーフ。l乙属する人々の 1けの段取放射能 Iは， 1二

Ca x d x F x 300 (μcijday)で示される。

この摂取量 Iは， Ug際放射線防護委H会(ICRP)

勧告による一般公衆構成以(成人)に対する飲料水か

らの放射性核開の 111当りの摂取限度 maximU111

per111issible dai1y intake (MPI)と比較して諸悩

さオLる。 たアごし

M.P.I二占 xM.P.Cwx辺00 とする。

ここで，

M.P.Cwは1週168時IL¥Jにおける職業被l爆に対する

ICRPの飲料水最大許容濃度 (μcijml)

2200は1日当りの飲料水の段取量(g)，

;$7表に 1Cijyの海底投楽後の定常状態における

決定グルーフ。に対する上記の IとM.P.I試算結呆3)

をノJ~す。

そして，深海投来処分率の限際、 limiting rates 
M.P.I 

of disposal (L. R. D)は， L.R.D二一..I . -Cijyear 

で与えられる(第7表)。

ここで示した深iIlj投来処分率の限度は環境受容限

度， li111iting environmental capacity 22)と同じ

意味を持っている。実際l乙深iilj投束処分率の限度を決

める場介には，廃棄物をアルファ放射性，ベータ，ガ

ンマ放射性およびトリチウムの 3つのクラスに分け

て，前二再についてはそれぞれの中で最も制限的な核

和についての限度をとればよいことになる。

3.8 水産生物への影響

iIlj:低投棄処分現場，あるいはその近くでは，出産生

物が何らかの放射線影響をうけるような放射線レベル

に述する 11}能性があるが，そのような個体は数少ない

とりわれるので，生物集問レベルでは問題とならない

O
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ものと思われる。漁業対象の表層海水中の生物はずっ

と低い線量をうけるに過ぎないものと思われる。評価

モデル3)から計算した表層水中の最大濃度では，アノレ

ファ放射体については1Q6ci/year.ベータ，ガンマ放

射体については 108ci/yearの投棄処分率を越えなけ

れば，そ乙の海産生物が自然パックグラウンド放射線

による線量率を越えないであろうと，思われる。また，

処分率が 106あるい出 108Cijyearをたとえ越えて

も，評価モデルのには多くの安全係数が合まれている

から，実際には自然放射線レベノレを越えて被曝するこ

とはないであろうと思われる。

3.9 安全保数の評価

放射性廃棄物の深海投棄処分に関して事前障害評価

を行なう場合，そこには多くの不確定さがあるから，

当然多くのしかも大きな支全係数を導入する必要があ

る。そ乙で評価モデル3)で使った仮定と，現実に最も

起こり得るであろうと思われる過程とを比較し安全係

数が定められている。それによると，アルファ放射性

および一般のベータ，ガンマ放射性廃棄物では全体と

して， 1Q4桁， トリチウムに対しては， 1伊桁の安全係

数となっているヘ

4:.おわりに

原子力開発の進展に伴って，今後ますます放射性廃

棄物が累積的に発生していくことはさけられず，その

管理ば，最終処分まで考えた場合，決して容易な問題

ではない。それは主要な核分裂生成物はほぼ103年間，

アノレファ放射体の超ウラン元素ば 105年間以上にわた

り適切な管理を必要とすること 4)からも明らかであ

る。それらの放射性廃棄物の中で，量的に最も多い低

レベル固体廃棄物の最終処分の方法として数千mの深

海底に投棄処分する方法が現在のところ最も現実的可

能性のある方法の一つであるといえる。しかし，この

ような処分の方法については，わが凶における海洋利

用の特殊性を十分考慮するとともに国際的な見地から

の配慮も必要である。わが国においても既に向底投棄

に関する予備的調査が進められているが，今後，なお

解明すべき点も少なくない。*稿においては Webb

および Morleyの北東大西洋領域の海底投棄に関す

る評価モデル3)を中心にして現状を紹介したが，この

ような拡散モデノレ，海産生物による放射性核棺の濃紡

過程および人間への影響など，さらに今後いろいろな

角度から考察評価する必要があるものと思われる。
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